
 

 

 

景観法の届出の手引き 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２０年４月１日 

 

 

 彩の国 埼玉県 
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④ 各立面図（略称）：『次に

掲げる基準に適合する図

書』 

一 すべての立面を表示

した４面以上の立面図

（知事が４面以上の必

要がないと認めるとき

は、２面又は３面の立面

図）であること。 

二 建築物又は工作物と

して図示された部分に

当該建築物又は工作物

に施す彩色と同一の彩

色が施され、かつ、その

彩色のマンセル表示が

記載されていること。 

三 縮尺 100分の 1以上の

ものであること。 

一 すべての立面を表示した４面以上の立面図（知事が４面以上

の必要がないと認めるときは、２面又は３面の立面図）である

こと。 

二 建築物又は工作物として図示された部分に当該建築物又は

工作物に施す彩色と同一の彩色が施され、かつ、その彩色のマ

ンセル表示が記載されていること。※ 

三 縮尺 

四 方位 

五 寸法 

六 開口部の位置 

七 外観の部分の材料の種類 

八 仕上げの寸法 

など 

 

※ 二号については「建築物」又は「工作物」の場合であり、「物

件の堆積」の場合は、以下のとおりである。 

・ 植栽により遮へいする場合は、その樹種、樹高及び植樹する本

数が表示されていること。 

・ 鋼板等により遮へいする場合は、当該遮へいするものとして図

示された部分に当該遮へいするものに施す彩色と同一の彩色が施

され、かつ、その彩色のマンセル表示が記載されていること。 
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届 出 等 

 

 

届 出 書 

 

添 付 書 類 
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２ 

 

 
法第１６条第１項の規定による『行為の届出』 

「景観計画区域内における行為の届出書」 【規則様式第１号】 

 

 

３ 

 

 

法第１６条第２項の規定による『変更の届出』 

「景観計画区域内における行為の変更届出書」【規則様式第３号】 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 部 

 

 

 

４ 

 

 

法第１６条第５項の規定による『国の機関又は地方公共団体の行

為の通知』 

「景観計画区域内における行為の通知書」 【規則様式第９号】 

 

 

 

 １ 部 
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備考１ 「建築物及び工作物」の「高さ」は､「建築基準法上の高さ」をいいます｡ 

  ２ 「物件の堆積」の「高さ」は、「物件の堆積」を行う「各地盤面」から､ 

堆積物の上端までの「高さ」をいいます。 

       ３ 条例及び景観計画の施行時（平成２０年４月１日）においては、景観形 

成推進区域は未指定で、対象区域はありません。 

 

 

区 

 

域 

 

四 法第 16 条第 1項第

二号の『工作物』の外

観を変更することと

なる修繕若しくは模

様替又は色彩の変更 

『工作物』の高さが 15ｍを超えるもので、その外観の

うち、当該修繕等の対象となる面積が各立面の面積の 3

分の 1超 

（ただし、『工作物』が『建築物』に付設される場合は、

地盤面から当該『工作物』の上端までの高さが 15ｍを超

え、規則第４条第２項の『工作物』（１４頁参照）に該当

するものに限る。） 
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ン以東の首都圏中央連絡自動車道（一般国道４６８号） 

五～七 （略） ※ 平成２０年４月１日現在、対象行為はありません。

八～九 （略） ※ 景観地区に関する規定であり、景観地区は市町村が定

めることとなります。

十 地区計画等（略）の区域内で行う土地の区画形質の変更、建築物の新築、

改築又は増築その他の政令で定める行為 

（届出を要しない地区計画等の区域内で行う行為） 

政令第９条 法第１６条第７項第十号の政令で定める行為は、法第８条第３項第二号の

制限で景観計画に定められたもののすべてが法第１６条第７項第十号の地区整備計

画、特定建築物地区整備計画、防災街区整備地区整備計画、沿道地区整備計画又は集

落地区整備計画において定められている場合における同号の地区計画等の区域内で

行う土地の区画形質の変更、建築物の新築、改築若しくは増築、工作物の新設、改築

若しくは増築又は建築物若しくは工作物の形態意匠の変更とする。 

※ 平成２０年４月１日現在、景観計画区域内に、対象となる『地区計

画区域』はありません。 

 

十一 その他政令
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農業振興地域の整備に関

する法律 

農地法 

 

市町村担当課又は農業委員会 

 

都市計画法 

 市町村に権限移譲している場合 

＝当該市町村開発担当課 

市町村に権限移譲していない場合 

＝県土整備事務所開発担当 

廃棄物の処理及び清掃に関 

する法律  

 産業廃棄物＝県環境管理事務所廃棄物・残土対策

担当 

一般廃棄物＝各市町村担当課 

埼玉県土砂の排出、たい積

等の規制に関する条例 

 3,000 ㎡以上 

＝県環境管理事務所廃棄物・残土対策担当

 3,000 ㎡未満 

＝市町村で条例又は要綱を定めていれば、

当該市町村担当課 

 

屋外広告物条例 

 

 市町村に権限移譲している場合 

＝当該市町村担当課 

市町村に権限移譲していない場合 

＝県土整備事務所管理担当 
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１ 一般課題対応区域について 

(1) 建築物の届出対象行為について 

(2) 工作物の届出対象行為について 

(3) 例示について  

２ 特定課題対応区域について 

(1) 建築物の届出対象行為について 

(2) 工作物の届出対象行為について 

(3) 例示について 

 

第６ 同一敷地内における建築物等の建築等を行う場合の届出について ･･･････ ６９

１ 同一敷地内における建築物の別棟の増築又は工作物の別棟の増築の 

届出について  

２ 同一敷地内における建築物の別棟又は工作物の別棟の外観の 

変更となる修繕等の届出について 

 

第７ 複数の景観計画区域等に跨る場合の届出について ･････････････････････ ７０ 

 

第８ 既存不適格の建築物、工作物及び物件の堆積について ･････････････････ ７０ 

 

第９ 点滅光源の面積について ･･･････････････････････････････････････････ ７１ 

 

第１０ 勧告基準の該当性について ･･･････････････････････････････････････ ７３ 

１ 建築物の修繕等について   

２ 工作物の修繕等について 

３ 物件の堆積について 
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凡例    

                         :既存部分       :修繕等の部分  

                                   

ア 立面の面積に関して（一般課題対応区域：届出が必要な修繕等 高さ 15m

超又は建築面積 1,000 ㎡超の建築物で、修繕等の面積が各立面の面積の３

分の１超） 

 

(ｱ) 届出が必要なケース 

 

                    〈ケース１〉 

 

                                        1/3 

新たに修繕等を行っ 

た部分が 1/3 超             

                          1/3    

                                     

           既存部分              1/3

                  

 

    高さが 15m 超又は建築面積が 1,000 ㎡超の建築物の修繕等で、新 

たに修繕等を行った部分が、各立面の面積の３分の１を超える場合 

 

 

 (ｲ) 届出が不要なケース 

 

                    〈ケース１〉 

 

                       1/3   

       既存部分 

 

                       1/3   

 

新たに修繕等行っ                  1/3 

       た部分が 1/3 以下           

 

    高さが 15m 超又は建築面積が 1,000 ㎡超の建築物の修繕等で、新 

たに修繕等を行った部分が、各立面の面積の３分の１以下の場合     

(2) 建築物の外観を変更することとなる修繕若しくは模様替又は色彩の変

更(以下「修繕等」という｡)の届出について



��

２ 工作物の届出について(新設を除く。) 
 
 
 
 
 
    

               凡例    

                        :既存工作物部分       :増築部分  

 

ア 高さに関して（一般課題対応区域：届出が必要な高さ 15ｍ超） 
 

(ｱ) 届出が必要なケース 

 

 〈ケース１〉      〈ケース２〉          〈ケース３〉  

 

15ｍ          15ｍ                  15ｍ 

               

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｲ) 届出が不要なケース 

 

      〈ケース１〉            

 

       15m 

 

 

 

 

 

 

    腕金（うでがね）部、補強材、梯子 

その他付属部品の取付又は交換 



��
 

 

凡例    

                         :既存部分       :修繕等の部分  

 

ア 立面の面積に関して（一般課題対応区域：届出が必要な修繕等 高さ 15m

超の工作物で、修繕等の面積が各立面の面積の３分の１超） 

 

(ｱ) 届出が必要なケース 

 

                   〈ケース１〉         〈ケース２〉  

 

                                      1/3              

   新たに修繕等した            新たに修繕             1/3 

   部分が 1/3 超                         等した部分 

                 

                                  

         既存部分               1/3

  既存部分   

        

1/3

      

    高さが 15m 超の工作物の修繕等で、新たに修繕した部分が、各 

立面の面積の３分の１を超える場合 

 

 

(ｲ) 届出が不要なケース 

 

                    〈ケース１〉 

 

               1/3 

既存部分                      

 

                          1/3 

                      

    新たに修繕等した          1/3 

  

 

    部分が 1/3 以下

  

    高さが 15m 超の工作物の修繕等で、新たに修繕した部分が、各 

立面の面積の３分の１以下の場合 
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             凡例    

                      :既存工作物部分       :増築部分  

ア 高さに関して（特定課題対応区域：届出が必要な高さ 10ｍ超） 
 

 

 

 

 

 

 (ｱ) 届出が必要なケース 

 

      〈ケース１〉           〈ケース２〉 

 

10ｍ                10ｍ 

               

 

 

 

 

 

 

(ｲ) 届出が不要なケース 

 

      〈ケース１〉           〈ケース２〉 

     15ｍ                 15ｍ 

 

     10ｍ                10ｍ 

 

 

 

 

     腕金（うでがね）部、補強材、梯子  

その他付属部品の取付又は交換 
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凡例    

                         :既存部分       :修繕等の部分  

 

ア 立面の面積に関して（一般課題対応区域：届出が必要な修繕等 高さ 10m

超の工作物で、修繕等の面積が各立面の面積の３分の１超） 

 

(ｱ) 届出が必要なケース 

 

       〈ケース１〉               〈ケース２〉  

 

                                      1/3              

   新たに修繕等した            新たに修繕        1/3 

   部分が 1/3 超                         等した部分              

                 

                                                      1/3  

           既存部分              1/3 

  

   

                                                 既存部分             1/3 

 

    高さが 10m 超の工作物の修繕等で、新たに修繕した部分が、各 

立面の面積の３分の１を超える場合 

 

 

(ｲ) 届出が不要なケース 

 

        〈ケース１〉 

 

 

      既存部分 

 

                  

                1/3   

    新たに修繕等した 

    部分が 1/3 以下 

     高さが 10m 超の工作物の修繕等で、新たに修繕した部分が、各 

立面の面積の３分の１以下の場合 
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 物件の堆積の高さが 1.5ｍ超又は物件の堆積を行う敷地の面積

が 500 ㎡超で、当該堆積物を遮へいする鋼板等の修繕等の面積が

各立面の面積の３分の１以下の場合
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��

 
 

  

        

                         

 

 

 

 

 

      〈ケース２〉 

             

                第５-１-(2)         15m 超の鉄柱 

                            に該当する      例   8m 超の物見塔 

          15ｍ              工作物            4m 超の装飾塔 

                                               など    

                             

 
 
 

 

                         

   建築面積が 1,000 ㎡超
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     〈ケース４ 光源が点状で、一列となっている場合〉 

 

 

 

 

 

 

 

                                 勧告・変更命令基準の点滅光源の面積として

算入する。 

 

 

     〈ケース５ 光源が点状で、３辺で囲まれている場合〉 

 

 

 

 

 

 

 

                                 勧告・変更命令基準の点滅光源の面積として

算入する。 

 

 

     〈ケース６ 光源が線状で、並行の場合〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

                      勧告・変更命令基準の点滅光源の面積

として算入する。 

○●○●○●
●    ○
○    ●

○●○●○●
●    ○
○    ●
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                凡例    

                      :既存建築物部分       :修繕等の部分  

                :景観計画別表「大規模建築物等の基調となる

色彩の制限基準」に該当する色彩及び点滅光

源(以下「色彩等」という。)部分 

 

(ｱ)勧告基準に該当するケース 

      〈ケース１〉   

 

 

   新たに修繕等を行っ 

   た部分が 1/3 超 

                                使用してはいけない 

        既存部分           1/3 色彩等が 1/3 超 

 

 

      届出対象規模（例：一般課題対応区域＝高さ 15m 超又は建築面積 1,000

㎡超。ただし、10 ㎡以下の増築を除く。）の建築物の修繕等で、使用し

てはいけない色彩等の部分（既存部分と新たに修繕等を行った部分を合

算した面積）が各立面の面積の３分の１を超える場合 

 

 

 (ｲ) 勧告基準に該当しないケース 

       〈ケース１〉 

 

 

   新たに修繕等行っ 

   た部分が 1 /3 超 

                             使用してはいけない 

                                    色彩等が 1/3 以下 

           既存部分              1/3

                  

 

     

 

 

届出対象規模の建築物の修繕等で、新たに修繕等を行った部分が

立面の面積の３分の１以上だが、使用してはいけない色彩等の部分

（既存部分と新たに修繕等を行った部分を合算した面積）が各立面

の面積の３分の１を超えない場合

第１０ 勧告基準の該当性について 

１ 建築物の修繕等について 
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地図のトーン

用途地域の有無

関越道軸の東西

県景観計画区域外
当該市町が計画を策定予定

用途地域の有無

西側 東側

無 有 有 無

圏央道沿線区域都市区域田園区域山地、丘陵区域

① 一般課題対応区域 ②特定課題
対応区域

※景観行政団体等

③ 住民主体の景観
形成推進区域

住民主体の景観
形成推進区域

地図のトーン

用途地域の有無

関越道軸の東西

県景観計画区域外
当該市町が計画を策定予定

用途地域の有無

西側 東側

無 有 有 無

圏央道沿線区域都市区域田園区域山地、丘陵区域

① 一般課題対応区域 ②特定課題
対応区域

※景観行政団体等

③ 住民主体の景観
形成推進区域

住民主体の景観
形成推進区域

嵐山町

さいたま市
川越市

熊谷市

川口市

行田市

秩父市

所沢市

飯能市

加須市

本庄市

東松山市

狭山市

羽生市

鴻巣市

深谷市

上尾市

草加市

春日部市

越谷市

北川辺町

大利根町

栗橋町

鷲宮町

久喜市 幸手市

杉戸町

宮代町
白岡町

蓮田市

菖蒲町

騎西町

松伏町

吉川市

三郷市

八潮市
鳩ヶ谷市蕨市

戸田市

和光市

朝霞市

志木市

新座市

富士見市

三芳町

ふじみ野市

入間市

伊奈町桶川市

北本市

吉見町

川島町

坂戸市

鶴ヶ島市

日高市

毛呂山町

越生町

鳩山町

滑川町
小川町

ときがわ町

横瀬町

小鹿野町

皆野町

寄居町

長瀞町

美里町

上里町

神川町

東秩父村

圏　央　道

関　越　道

鶴ヶ島ＪＣＴ

（鶴ヶ島ＪＣＴ以東）

景観計画区域 区域区分
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